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東京⼤学に「海事デジタルエンジニアリング」社会連携講座を開設 

―サステナブルな海上物流を実現するシミュレーション共通基盤の構築へ― 
 
1．講座概要 

⽇本郵船グループの株式会社 MTI と、ジャパン マリンユナイテッド株式会社、三菱重⼯グループの三
菱造船株式会社、古野電気株式会社、⽇本無線株式会社、BEMAC 株式会社、⼀般財団法⼈⽇本海事協会
(および⼦会社 NAPA Ltd)の 7 者は国⽴⼤学法⼈東京⼤学と共同で、令和 4 年 10 ⽉ 1 ⽇付で「海事デジ
タルエンジニアリング」（英語名：Maritime and Ocean Digital Engineering、略称 MODE）に関する社会
連携講座（注 1）を開設します。本講座では、サステナブルな海上物流を実現するシミュレーション共通
基盤を構築し、デジタルエンジニアリングを活⽤した海事分野の技術開発と⼈材育成を推進していきます。 
 
2．本講座設置の経緯と狙い 

船による海上物流は世界の約 80%、⽇本の 99%以上の貨物を運ぶ社会基盤として⼈々の⽣活、経済、
社会活動を⽀えています。⽇本の海事産業は、世界の脱炭素化の潮流の中での新たな技術開発とその社会
実装、海運サービス維持のための安全性向上と働き⽅改⾰のための⾃動運航船の導⼊、⾼度化する船舶の
設計・製造プロセスにおける圧倒的な⽣産性確保、といった解決すべき課題を抱えています。 

これらに取り組むための有効な⼿段として期待されるのが、⾃動⾞産業で導⼊が進むモデルベース開
発（MBD、注 2)とモデルベース・システムズエンジニアリング(MBSE、注３)です。MBD では製品やそ
れを構成する要素の機能をコンピューター上のモデルとして表現し、シミュレーションによって動作を
確認するアプローチを取ります。MBD により、船舶に新しい要素技術を採⽤する効果について、実運航
を想定したシミュレーションの中で繰り返し検証することが可能になります。また MBSE は、社会の変
化やステークホルダーのニーズを的確にとらえて、製品を取り巻くシステム全体を俯瞰して表現するこ
とで、最適な設計・開発を実現する⼿法です。MBD と MBSE を利⽤することで、複雑な船の設計でも迅
速に最適化が図られるだけでなく、荷主・運航者をはじめとする幅広いステークホルダーが参加する協調
的な開発プロセス（「海事デジタルエンジニアリング」）を創り出すことができるようになります。 



 
「海事デジタルエンジニアリング」社会連携講座は東京⼤学⼤学院新領域創成科学研究科に設置され次
世代のサステナブルな海上物流を構築するためのシミュレーション共通基盤（注 4）の開発に取り組みま
す。海事分野のための MBD と MBSE について研究教育する拠点を、東京⼤学⼤学院⼯学系研究科をは
じめそれら先進的なエンジニアリングの取り組みを進める国内外の他⼤学や研究機関、それらの活⽤で
先⾏する⾃動⾞、宇宙・航空と⾔った他産業の専⾨家とも幅広くネットワークを形成して、新技術の開
発、社会実装と⾼度⼈材の育成を⽬指します。また洋上⾵⼒発電や海底資源開発など、海洋の産業利⽤を
促進する分野への展開も期待されます。 
 
なお、令和 4 年 10 ⽉ 4 ⽇（⽕）午後、東京⼤学・伊藤謝恩ホールにて設置記念シンポジウムを予定して
います。⽇本の海事分野の次世代の技術開発と⼈材育成を⽀え、世界をリードするための産学官の結節点
として機能するよう取り組んでまいります。 
 
3．社会連携講座の概要 
・設置期間 2022 年 10 ⽉ 1 ⽇から 2027 年 9 ⽉ 30 ⽇まで（5 年間） 
・代表教員 村⼭英晶（東京⼤学⼤学院新領域創成科学研究科海洋技術環境学専攻 教授） 
・活動内容 海事産業におけるモデルベース開発⼿法およびシミュレーション共通基盤、脱炭素船・⾃動
運航船に関する技術および国際ルールについての研究、国際連携、⼈材育成 
 
注 1：社会連携講座 
⺠間等外部の機関から受け⼊れる経費等を活⽤して設置される講座または研究部⾨ 
https://www.u-tokyo.ac.jp/ja/research/orgs-projects/d04_07.html 
 
注 2：Model-Based Development(MBD)。シミュレーションモデルを設計、開発で活⽤し、実物の試作
や試験を通しての改良を極⼒減らすことでトータルの開発⼯数、⼯期を削減するための開発⼿法 
 
注 3：Model-Based Systems Engineering(MBSE)。システムが達成するべきゴールに基づき、オペレーシ
ョンコンセプトを定め機能要件等を明らかにしシステムの設計、検証、およびそのマネジメントを⾏うシ
ステムズエンジニアリングの⼿法のうち、特に、システムの記述にモデル化⾔語を活⽤する⼿法 
 
注 4： 令和 4 年 7 ⽉２０⽇ 岸⽥内閣総理⼤⾂へ⼿交された「総合海洋政策本部参与会議意⾒書」 
ならびに「海洋産業の国際競争⼒強化に向けた共通基盤と⼈材育成検討プロジェクトチーム(PT)報告書」 
https://www.kantei.go.jp/jp/singi/kaiyou/sanyo/20220720/index.html 

https://www.kantei.go.jp/jp/singi/kaiyou/sanyo/20220720/ikensho_besshi.pdf 

 
 
 



 
問い合わせ先 
＜研究および本講座への共同研究の申請に関すること＞ 

東京⼤学 
⼤学院新領域創成科学研究科 海洋技術環境学専攻 
教授 村⼭英晶 
Tel：04-7136-4043 
E-mail：murayama@edu.k.u-tokyo.ac.jp 
 
⼤学院⼯学系研究科 附属⼈⼯物⼯学研究センター/システム創成学専攻 

教授 ⻘⼭和浩 

Tel: 03-5841-6504 
E-mail: aoyama@race.t.u-tokyo.ac.jp 
 

＜報道に関すること＞ 

東京⼤学⼤学院新領域創成科学研究科 広報室 
Tel：04-7136-5450 
E-mail：press@k.u-tokyo.ac.jp 
 
 


